
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

社会・経済の構造の変化

資料５



【機密性２】
ＩＣＴ等の科学技術の進展

・今後、インターネットにつながるモノ（IoT）の数が爆発的に拡大する見込み。
・2014年のデータ国内流通量は、既に9年前の9.3倍にまで拡大。
・様々なデータを通じて収集・分析し、業務効率化等につなげる動きが活発化。

出典：「平成27年版情報通信白書」より作成

インターネットにつながるモノの数（ＩｏＴ）の推移・予測 データ国内流通量の推移
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【機密性２】

・2015年度に政府機関への脅威と認知された件数は、約613万件。
・これは、約５秒に１回、脅威を認知している計算となり、2014年度の約399万件と比較し
て、約1.5倍に増加。

GSOC※センサーで認知された政府機関への脅威の件数の推移

※GSOC（Government Security Operetion Cordination team） ：政府機関情報セキュリティ横断監視・即応チーム

出典：「サイバーセキュリティ政策に係る年次報告(2015年度)」より作成

ＩＣＴ等の科学技術の進展（サイバー攻撃の激化）
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【機密性２】
加速するインフラ老朽化 （社会資本ストックの推移）

出展：『日本の社会資本2012』（内閣府）より作成

■ 粗資本ストックの部門別内訳 （2009 年度）■ 粗資本ストックの推移 （2005歴年価格）
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（兆円）
粗資本ストック（2009年度）

約７８６兆円

ストックの推計は、社会資本の新設改良に係る投資額を累計し、供用年数の経過による除却及び減価を控除する手法により算出

投資額の累計から除却額を控除したものが粗資本ストック （さらに減価額を控除したものが純資本ストック）

・高度成長期を通して急速に社会資本ストックの整備が促進された結果、2009年度の粗資
本ストックは約786兆円に達する。
・特に、道路施設に関するストックが多く、全体の約３割程度を占める。

3



【機密性２】
加速するインフラ老朽化

■ 建設後５０年以上経過する社会資本の割合

Ｈ２５年 ３月 Ｈ３５年 ３月 Ｈ４５年 ３月

道路橋
［約４０万橋注1）（橋長２ｍ以上の橋、約７０万橋のうち）］

約１８％ 約４３％ 約６７％

トンネル
［約１万本注2）］

約２０％ 約３４％ 約５０％

河川管理施設（水門等）
［約１万施設注3）］

約２５％ 約４３％ 約６４％

下水道管きょ
［総延長：約４５万ｋｍ注4）］

約２％ 約９％ 約２４％

港湾岸壁
［約５千施設注5）（水深－４．５ｍ以深）］

約８％ 約３２％ 約５８％

注１） 建設年度不明橋梁の約３０万橋については、割合の算出にあたり除いている。

注２） 建設年度不明トンネルの約２５０本については、割合の算出にあたり除いている。

注３） 国管理の施設のみ。建設年度が不明な約１，０００施設を含む（ ５０年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な

施設は約５０年以上経過した施設として整理）。

注４） 建設年度が不明な約１万５千ｋｍを含む（３０年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約３０年以上

経過した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し計上）

注５） 建設年度不明岸壁の約１００施設については、割合の算出にあたり除いている。

・高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、今後、
建設後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に増加

※施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、
ここでは便宜的に建設後５０年で整理
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出典：平成27年度国土交通白書より作成



【機密性２】
平成２８年（２０１６年）熊本地震について

・平成２８年４月１４日以降、熊本県熊本地方、阿蘇地方、大分県中部等にかけ、広い範囲
で地震活動が活発化。

・２日間で震度７を２回観測。これは１９４９年に「震度７」の階級が出来て以降、観測史上初
めて。

5

４月14日21時26分 M6.5 最大震度７ ４月16日01時25分 M7.3 最大震度７

出典：気象庁

震度分布図震度分布図



【機密性２】
切迫する巨大地震、激甚化する気象災害（関東・東北豪雨について）

Ｐ
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・常総市三坂町地先（鬼怒川左岸21.0km付近）における堤防決壊等に伴う氾濫により、
常総市の約１／３の面積に相当する約40㎢が浸水し、常総市役所も孤立した。

出典：関東地方整備局



【機密性２】
少子高齢化社会・人口減少

• 人口
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【機密性２】
建設業における高齢者の大量離職の見通し

・ 建設分野においては、建設現場で働いている技能労働者約 330万人（2015 年度時
点）のうち、55歳以上が約1/3 を占める等、労働者の高齢化が進行している。今後、高齢
者の大量離職を控え、中長期的には担い手不足が生じる懸念。
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【機密性２】
地方の疲弊

総務省「国勢調査報告」、国土交通省推計値より作成

・地方の人口減少は顕著で、中長期的な将来人口推計によると2010年から2050年の間
に、全国の約６割の地域で人口が半分以下となり、地方消滅の危機。

人口増減割合別の地点数

市区町村の人口規模別の人口減少率

【2010年を100とした場合の2050年の人口増減状況】
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【機密性２】
激化する国際競争
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注） 1989～1992年においては、OECD加盟国（22か国）の順位とその他の地域（15地域）で分けて順位が公表されている。
資料）1989～1992年にかけてはIMD「World competitiveness report 1995」、1993～1997年にかけては同「The world competitiveness yearbook 1997」、

1998～1999年にかけては同「The world competitiveness yearbook 1999」、2000～2001年にかけては同「The world competitiveness yearbook 2001」、
2002～2006年にかけては同「IMD world competitiveness yearbook 2006」、2007～2011年にかけては同「IMD world competitiveness yearbook 2011」、
2012～2013年にかけては同「IMD world competitiveness yearbook 2013」、2014～2015年にかけては同｢IMD world competitiveness yearbook 2015｣、
2016年は同｢IMD world competitiveness yearbook 2016｣より国土交通省作成

・国際経営開発研究所（International Institute for Management Development）は毎年、経

済状況、政府の効率性等を表す指標から独自に競争力を定義し、国・地域の競争力ランキ
ングを発表。このランキングで見ると、我が国については、1990年代初頭は世界でも高位置
にランキングしていたが、1990年代後半からランキングは低下し、近年は20位台を推移。
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【機密性２】
激化する国際競争

•日本連合7社(三井物産㈱、川崎重工業㈱、三菱重工業㈱、㈱東芝、三菱商事㈱、丸紅㈱、
住友商事㈱）は台北～高雄間の高速鉄道の正式契約を2000年12月に行い、2007年に開業。
•2012年に英国の都市間高速鉄道(IEP)を日立製作所が正式受注。2016年に新型車両｢あず
ま｣がロンドンで公開され2018年に運行開始予定。
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出典：平成27年度国土交通白書より作成

台湾高速鉄道(日本連合７社）

英国での高速鉄道(日立製作所)

出典：中国報道(Wang SHIH-WEi)及びWikipedia

出典：産経ニュース



【機密性２】
大規模災害からの復旧・加速

•我が国における公共インフラの本復旧・復興の進捗状況は、平成28年3月末時点で、河川対策(直轄
区間)、下水道、交通網(直轄区間)(港湾)では概ね100％完了。
•本復旧・復興が急がれるのは、海岸対策、交通網(道路：復興道路・復興支援道路)、災害公営住宅、
復興まちづくりである。

出典：平成27年度国土交通白書より作成

東日本大震災からの公共インフラの本復旧・復興の進捗状況（平成28年3月末日時点）
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【機密性２】
技術に対する信頼の低下

・意図的なデータ改ざんなど、技術の信頼を根幹から揺るがしかねない事態発生。

鉄道事業者の職員による虚偽報告・検査妨害

・平成26年１月20日（月）まで実施した鉄道事業者に対する
特別保安監査において、以下の事態が判明し、平成26年2
月10付で警察本部に告発。

①貨物列車の軌道変位の検査データ等を改ざんした虚偽報
告
②特別保安監査での検査データの改ざんによる検査妨害

免震材料の性能不足

・平成27年3月13日に免震ゴムメーカーが平成8年から平成
27年に出荷された免震材料において、建築物の揺れを抑え
る所要の性能を有しない製品を販売していたことを確認。
・第三者委員会において、再発防止策等の提言を取りまと
め（H27.7.29：免震材料に関する第三者委員会報告書）。

くい工事における施工データの流用

・くい工事における施工データの流用が判明（横浜市都筑区
のマンション事案に係るくい施工会社が施工した物件３６０
件等）（中間とりまとめ報告書H27.12.25:基礎ぐい工事問題
に関する対策委員会）。
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自動車メーカーによる燃費試験の不正

・平成28年4月、5月に自動車の型式指定審査の燃費・
排出ガス試験に際し提出を求めている走行抵抗値につ
いて不正行為が行われていたことが判明。
・型式指定審査の見直し策について検討を行うための
「自動車の型式指定審査におけるメーカーの不正行為
を防止するためのタスクフォース」を省内に設置し、平
成28年6月18日に中間とりまとめを公表。

地盤改良工事における施工不良

・平成28年5月に建設会社が過去10年間に公共工事で
施工した薬液注入工事全30件のうち5件の施工不良と
虚偽報告１件を確認。

・有識者委員会において、再発防止策等の提言を取り
まとめ（H28.8.2：地盤改良工事の施工不良等の問題
に関する有識者委員会中間報告書）。


